
（単位：円）

[資産の部] [負債の部]

１　公共資産 １　固定負債

(1) 有形固定資産 (1) 地方債 362,433

①生活インフラ・国土保全 389,985 (2) 長期未払金

②教育 270,494 ①物件の購入等

③福祉 56,043 ②債務保証又は損失補償

④環境衛生 53,420 ③その他

⑤産業振興 4,436 長期未払金計 0

⑥消防 1,613 (3) 退職手当引当金 49,581

⑦総務 88,783 (4) 損失補償等引当金 0

有形固定資産計 864,774 固定負債合計 412,014

(2) 売却可能資産 2,622

公共資産合計 867,396 ２　流動負債

(1) 翌年度償還予定地方債 36,789

２　投資等 (2) 短期借入金（翌年度繰上充用金） 0

(1) 投資及び出資金 (3) 未払金 0

①投資及び出資金 24,607 (4) 翌年度支払予定退職手当 6,552

②投資損失引当金 0 (5) 賞与引当金 5,083

投資及び出資金計 24,607 流動負債合計 48,424

(2) 貸付金 518

(3) 基金等 負　　債　　合　　計 460,438

①退職手当目的基金 0

②その他特定目的基金 9,338

③土地開発基金 0 [純資産の部]

④その他定額運用基金 0 １　公共資産等整備国県補助金等 249,557

⑤退職手当組合積立金 0

基金等計 9,338 ２　公共資産等整備一般財源等 1,061,284

(4) 長期延滞債権 9,090

(5) 回収不能見込額 △ 3,512 ３　その他一般財源等 △ 265,499

投資等合計 40,042

４　資産評価差額 △ 551,465

３　流動資産

(1) 現金預金 純　 資　 産　 合　 計 493,877

①財政調整基金 24,554

②減債基金 1,862

③歳計現金 19,061

現金預金計 45,478

(2) 未収金

①地方税 1,479

②その他 377

③回収不能見込額 △ 456

未収金計 1,400

流動資産合計 46,878

資　　産　　合　　計 954,315 負 債 ・ 純 資 産 合 計 954,315

※１　他団体及び民間への支出金により形成された資産 ①生活インフラ・国土保全 千円

②教育 千円

③福祉 千円

④環境衛生 千円

⑤産業振興 千円

⑥消防 千円

⑦総務 千円

計 千円

　上の支出金に充当された財源 ①国県補助金等 千円

②地方債 千円

③一般財源等 千円

計 千円

※２　債務負担行為に関する情報 ①物件の購入等 千円

②債務保証又は損失補償 千円

（うち共同発行地方債に係るもの 千円）

③その他 千円

※３　地方債残高（翌年度償還予定額を含む）のうち225,002円については、償還時に地方交付税の算定の基礎に含まれることが見込まれているものです。

※４　普通会計の将来負担に関する情報

　普通会計の将来負担額 653,544 千円

　[内訳]　普通会計地方債残高 399,222 千円 399,222 千円

　　　　　債務負担行為支出予定額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　公営事業地方債負担見込額 183,459 千円 千円

　　　　　一部事務組合等地方債負担見込額 14,730 千円 千円

　　　　　退職手当負担見込額 56,133 千円 56,133 千円

　　　　　第三セクター等債務負担見込額 0 千円 0 千円 千円

　　　　　連結実質赤字額 0 千円

　　　　　一部事務組合等実質赤字負担額 0 千円

　基金等将来負担軽減資産 492,234 千円

　[内訳]　地方債償還額等充当基金残高 32,565 千円

　　　　　地方債償還額等充当歳入見込額 71,833 千円

　　　　　地方債償還額等充当交付税見込額 387,837 千円

　(差引)普通会計が将来負担すべき実質的な負債 161,310 千円

※５　有形固定資産のうち、土地は372,358円です。また、有形固定資産の減価償却累計額は850,483円です。
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市民一人当たりの貸借対照表
(平成28年3月31日現在)
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市民一人当たりの行政コスト計算書
自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日

　【経常行政コスト】 （単位：円）

総　　額 （構成比率）
生活インフラ・

国土保全
教　育 福　祉 環 境 衛 生 産 業 振 興 消　防 総　務 議　会 支 払 利 息

回収不能
見込計上額

その他

（１）人件費 69,658 21.2% 7,011 16,554 18,067 5,482 2,567 295 15,793 3,889 0

（２）退職手当引当金繰入等 4,667 1.4% 458 1,153 1,354 367 178 0 1,103 55 0

１ （３）賞与引当金繰入額 5,083 1.5% 462 1,201 1,354 370 189 22 1,191 293 0

小　　計 79,408 24.2% 7,931 18,909 20,774 6,218 2,935 317 18,087 4,237 0

（１）物件費 46,753 14.2% 2,644 9,663 7,769 15,314 1,459 214 9,522 163 3

（２）維持補修費 1,384 0.4% 572 391 50 274 12 8 77 0

（３）減価償却費 27,896 8.5% 12,358 7,403 1,854 2,682 158 354 3,089

小　　計 76,033 23.1% 15,574 17,457 9,674 18,270 1,629 576 12,688 163 3

（１）社会保障給付 84,153 25.6% 878 82,975 299

（２）補助金等 27,362 8.3% 99 1,336 4,553 475 5,378 12,404 3,040 78 0

３ （３）他会計等への支出額 55,184 16.8% 21,147 0 32,386 253 1,399 0 0 0

（４）他団体への
　　　公共資産整備補助金等

1,358 0.4% 104 0 0 24 588 0 642 0

小　　計 168,058 51.1% 21,350 2,214 119,914 1,051 7,365 12,404 3,682 78 0

（１）支払利息 3,983 1.2% 3,983

（２）回収不能見込計上額 1,113 0.3% 1,113

（３）その他行政コスト 0 0.0% 0 0 0 0 0 0 0 0 0

小　　計 5,096 1.6% 0 0 0 0 0 0 0 0 3,983 1,113 0

328,595 44,855 38,580 150,362 25,539 11,929 13,297 34,456 4,478 3,983 1,113 3

（　構　成　比　率　） 13.7% 11.7% 45.8% 7.8% 3.6% 4.0% 10.5% 1.4% 1.2% 0.3% 0.0%

　【経常収益】
一般財源
振替額

１ 使 用 料 ・ 手 数 料 ｂ 7,706 1,363 655 1,921 2,678 1 0 707 0 0 0 380

２ 分担金・負担金・寄附金 ｃ 19,768 9 91 2,458 2,335 57 0 498 0 0 0 14,320

27,473 1,372 746 4,379 5,013 58 0 1,205 0 0 0 14,700

ｄ／ａ 8.36% 3.1% 1.9% 2.9% 19.6% 0.5% 0.0% 3.5% 0.0% 0.0% 0.0%

301,122 43,483 37,833 145,983 20,527 11,870 13,297 33,252 4,478 3,983 1,113 3 △ 14,700（差引）純経常行政コスト ａ－ｄ

２

４

経 常 行 政 コ ス ト ａ

経 常 収 益 合 計
（ ｂ ＋ ｃ ） ｄ



（単位：円）

純資産合計
公共資産等整備
国県補助金等

公共資産等整備
一般財源等

その他
一般財源等

資産評価差額

期首純資産残高 559,600 245,888 1,063,878 △ 273,572 △ 476,594

純経常行政コスト △ 301,122 △ 301,122

一般財源

地方税 116,076 116,076

地方交付税 86,913 86,913

その他行政コスト充当財源 29,501 29,501

補助金等受入 88,414 11,633 76,782

臨時損益

災害復旧事業費 △ 2 △ 2

公共資産除売却損益 256 256

投資損失 0 0

天理市土地開発公社解散に伴う求償債権の放棄 0 0

科目振替

公共資産整備への財源投入 16,333 △ 16,333

公共資産処分による財源増 0 141 5 △ 146

貸付金・出資金等への財源投入 4,185 △ 4,185

貸付金・出資金等の回収等による財源増 △ 45 △ 5,689 5,734

減価償却による財源増 △ 7,897 △ 20,000 27,896

地方債償還等に伴う財源振替 22,339 △ 22,339

資産評価替えによる変動額 △ 74,726 △ 74,726

無償受贈資産受入 76 1

その他 △ 11,035 △ 23 △ 19,904 8,892

期末純資産残高 493,877 249,557 1,061,284 △ 265,499 △ 551,465

市民一人当たりの純資産変動計算書
自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日



（単位：円）

人件費

物件費

社会保障給付

補助金等

支払利息

他会計等への事務費等充当財源繰出支出

その他支出

支 出 合 計

地方税

地方交付税

国県補助金等

使用料・手数料

分担金・負担金・寄附金

諸収入

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

経 常 的 収 支 額

公共資産整備支出

公共資産整備補助金等支出

他会計等への建設費充当財源繰出支出

支 出 合 計

国県補助金等

地方債発行額

基金取崩額

その他収入

収 入 合 計

公 共 資 産 整 備 収 支 額

投資及び出資金

貸付金

基金積立額

定額運用基金への繰出支出

他会計等への公債費充当財源繰出支出

地方債償還額

長期未払金支払支出

支 出 合 計

国県補助金等

貸付金回収額

基金取崩額

地方債発行額

公共資産等売却収入

その他収入

収 入 合 計

投 資 ・ 財 務 的 収 支 額

翌年度繰上充用金増減額

当年度歳計現金増減額

期首歳計現金残高

期末歳計現金残高 ERROR!

※1 一時借入金に関する情報
① 資金収支計算書には一時借入金の増減は含まれていません。
② 平成27年度における一時借入金の借入限度額は3,400,000千円です。
③ 支払利息のうち、一時借入金利子は2,296千円です。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
※2 基礎的財政収支（プライマリーバランス）に関する情報

　収入総額 千円
　地方債発行額 △
　財政調整基金等取崩額 △
　支出総額 △
　地方債元利償還額
　財政調整基金等積立額
　　基礎的財政収支 千円

9,344
△ 8,158

19,061

409,534
49,423
8,168

409,076
39,631

1,391

2,215

△ 54,481

0

0

10,960

35,683

0

３ 投 資 ・ 財 務 的 収 支 の 部

0

458

18,604

56,696

252

311

0

0

261

109

9,945

57,525

1,358

0

58,883

2,794

26

46,894

△ 11,989

76,474

7,642

11,689

32,385

17,038

8,168

25,886

360,425

66,928

２ 公 共 資 産 整 備 収 支 の 部

19,170

2,659

84,153

27,362

3,983

46,580

1,386

293,497

116,475

86,913

83,280

46,753

市民一人当たりの資金収支計算書
自　平成27年4月  1日

至　平成28年3月31日

１ 経 常 的 収 支 の 部


